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２㹃３㸮 

┬䜶䝛ル䜼ーᢏ⾡䛻䛚䛡䜛䝔ー䝬බເᆺ஦業者䜢対㇟䛸した 

┬䜶䝛ル䜼ーຠᯝ㔞䛻䛴䛔䛶のศᯒ 

 
 （㘬἞日ዉ子,୸内ு,⮻田ᾈᖾ㸦NEDOۑ

 

㸯㸬はじめに 

ᮾ日本大㟈⅏ᚋの影響等を㋃まえ、ᡃがᅜのエネルギーᨻ策の見┤しが᳨ウされているところである

が、「┬エネルギーの᥎㐍」はᘬき続き重要な課題であり、ᅜのエネルギー・環境会㆟においても、重

要な論Ⅼとして、┬エネルギーの可能性࡬のᣮᡓが఩⨨௜けられている。  

⊂❧行ᨻ法ே新エネルギー・⏘業ᢏ⾡⥲合㛤発機構㸦௨ୗ、NEDOと␎する）では、┬エネルギーᢏ⾡

の㛤発をᙉຊに᥎㐍することで、ᡃがᅜにおける┬エネルギーᆺ⤒῭社会の構築ཬࡧ⏘業➇தຊのᙉ化

にᐤ与することを目的として、ᡃがᅜの┬エネルギー対策に資するᢏ⾡㛤発をᨭ᥼するไᗘをᐇ᪋して

いる。 

ᖹᡂ21年ᗘより「┬エネルギー㠉新ᢏ⾡㛤発事業」をᐇ᪋し、Ẹ間௻業、大学等が᭷するアイデアを

ᗈくເ集し、ᢏ⾡㛤発をᨭ᥼してきた。また、ᖹᡂ24年ᗘからは新たに「ᡓ␎的┬エネルギーᢏ⾡㠉新

プログラ࣒」を❧ࡕ上ࡆ、「┬エネルギーᢏ⾡ᡓ␎2011」でᥖࡆる重要ᢏ⾡およࡧ特定ᢏ⾡㛤発課題を

中心として、ᡓ␎的に┬エネルギーᢏ⾡のᢏ⾡㛤発を᥎㐍している。  

 本発⾲では、「┬エネルギー㠉新ᢏ⾡㛤発事業」でᐇ᪋しているᢏ⾡㛤発テー࣐を対象とし、┬エネ

ルギーຠ果㔞という観Ⅼから、⏘業部門、ᐙᗞ・業務部門、㐠㍺部門、部門ᶓ᩿の㸲つのᢏ⾡分㔝に

テー࣐を大別した場合のᅛ᭷のഴ向等を分析し、新たなᢏ⾡㛤発テー࣐の᥀り㉳こしにつながる可

能性について᳨ウする。 

 

㸰㸬分析対象事業のᴫ要について 
「┬エネルギー㠉新ᢏ⾡㛤発事業」は、ᖹᡂ21年ᗘからᖹᡂ25年ᗘまでのᮇ間でᐇ᪋されているไᗘ

であり、新つᢏ⾡㛤発テー࣐の公ເはᖹᡂ23年ᗘまで行ࢃれた。 

本ไᗘのయ系をᅗ1に♧す。本ไᗘは、短ᮇから中㛗ᮇまで様々な㛤発ẁ㝵にある┬エネルギーᢏ⾡

の研究㛤発をᨭ᥼することができるよう、ᣮᡓ研究、ඛᑟ研究、ᐇ用化㛤発、ᐇド研究の4つの࢙ࣇー

をᰕとしてタけ、また、┬エネルギーᢏ⾡があらゆるே間活動に関連するᗈ範なᢏ⾡であること、㟂ࢬ

要ࢧイド、ࢽーࢬ志向の㛤発要ㄳがᙉいことなどを㋃まえ、NEDOがணめヲ⣽かつලయ的なᢏ⾡課題をタ

定することにより行うのではなく、Ẹ間・大学等からᢏ⾡㛤発の知ᜨやアイデアをᗈく一⯡にồめ᥎㐍

するテー࣐公ເ方ᘧを᥇用してᐇ᪋された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ᅗ 1 ┬エネルギー㠉新ᢏ⾡㛤発事業のయ系ཬࡧ 

 におけるᐇ用化までのᮇ間と┬エネルギーຠ果ࢬー࢙ࣇྛ
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なお、ྛ࢙ࣇーࢬのᴫ要について、まとめると⾲ 1 の通りである。公ເのᥦ᱌にあたっては、┬エネ

ルギーຠ果㔞が一つの要件となっている。 
なお、┬エネルギーຠ果㔞は、指ᶆ A㸦༢఩ᙜたりの┬エネルギーຠ果㔞）と指ᶆ B㸦20xx 年時Ⅼで

のᕷ場つᶍ㸦ᑟධ㔞））に基づいて⟬出する㸦A×B㸻20xx 時Ⅼの┬エネルギーຠ果㔞）。指ᶆ A は、ᙜ

ヱᡂ果ရ㸦ᢏ⾡）1 つᙜたりのエネルギー๐減㔞である。指ᶆ B はᙜヱᡂ果ရ㸦ᢏ⾡）の、ᐇ㝿のᕷ場

におけるᑟධ㔞を♧す。指ᶆ㹀の⟬出にあたっては、ᙜヱᢏ⾡もしくは〇ရを㐺用することが可能なᕷ

場の大きさ、➇合間の࢙ࢩアやᐇ㝿のタഛ・機ჾ᭦新のタイ࣑ング等に౫Ꮡする場合についても考慮す

ることが⩏務づけられている。 
 

⾲  のᴫ要ࢬー࢙ࣇྛ 1
研究㛤発 

 ࢬー࢙ࣇ
事業種別 

研究㛤発費 

㸦NEDO負担๭合） 
ᑗ来の年間┬エネルギーຠ果㔞等の要件 

ᣮᡓ研究 

 ࢬー࢙ࣇ
ጤク 

年間上㝈1൨෇⛬ᗘ 

㸦負担⋡㸸1/1） 

ᐇ用化までにより多くの時間を要するものの

大ᖜな┬エネルギーຠ果が見㎸まれるもの。

2050年時Ⅼで100୓㹩L௨上。 

ඛᑟ研究 

 ࢬー࢙ࣇ
ጤク 

年間上㝈1൨෇⛬ᗘ 

㸦負担⋡㸸1/1） 

本࢙ࣇーࢬ⤊஢ᚋ、研究㛤発を⥅続すること

により、10年௨内に事業化・〇ရ化が見㎸ま

れるもの。2025年時Ⅼで2୓kL௨上、2030年時

Ⅼで10୓㹩L௨上。 

ᐇ用化㛤発ࣇ

 ࢬー࢙
ຓᡂ 

年間上㝈3൨෇⛬ᗘ 

㸦ຓᡂ⋡㸸2/3） 

本࢙ࣇーࢬ⤊஢ᚋ、3年௨内に事業化・〇ရ化

することにより、┬エネルギーຠ果を発᥹す

るもの。2020年時Ⅼで2୓kL௨上、2030年時Ⅼ

で10୓㹩L௨上。 

ᐇド研究 

 ࢬー࢙ࣇ
ຓᡂ 

年間上㝈5൨෇⛬ᗘ 

㸦ຓᡂ⋡㸸1/2） 

本࢙ࣇーࢬ⤊஢ᚋ、╔ᐇにᑟධ・ᬑཬをᅗる

ことができるもの。2020年時Ⅼで5୓kL௨上、

2030年時Ⅼで10୓㹩L௨上。 

事

๓

研

究 

ͤ 

ᣮᡓ研究 

ඛᑟ研究 
ጤク 

上㝈1༓୓෇ 

㸦負担⋡㸸1/1） ᣮᡓ研究、ඛᑟ研究、ᐇ用化㛤発、ᐇド研究

のいずれかの࢙ࣇー࡬ࢬのᛂເを๓ᥦとし

て、研究㛤発を行う๓に᝿定される研究課題

ཬࡧそのゎỴ手法のጇᙜ性について確認する

もの。 

ᐇ用化㛤発 ຓᡂ 
上㝈1༓୓෇ 

㸦ຓᡂ⋡㸸2/3） 

ᐇド研究 ຓᡂ 
上㝈1༓୓෇ 

㸦ຓᡂ⋡㸸1/2） 

ͤ 事๓研究は 1 年௨内。2011 年௨㝆は、「┬エネルギーᢏ⾡ᡓ␎ 2011」でタ定した「重要ᢏ⾡」に関するテー࣐の

 。を対象としたࡳ
 

㸱㸬分析の対象およࡧ分析手法について 

 本研究の分析の対象は、「┬エネルギー㠉新ᢏ⾡㛤発事業」において、ᖹᡂ 21 年ᗘから 23 年ᗘまで

の間に᥇ᢥしたテー࣐である。᥇ᢥテー࣐を࢙ࣇーࢬ毎に分㢮すると、それぞれの件ᩘは⾲ 2の通りと

なる。 

この 84 テー࣐を、「┬エネルギーᢏ⾡ᡓ␎ 2011」に定める⏘業部門㸦エクセルギーᦆኻ最ᑠ化ᢏ⾡、

┬エネಁ㐍ࢩステ࣒化ᢏ⾡、┬エネプロࢲクトຍ㏿化ᢏ⾡）、ᐙᗞ・業務部門㸦ZEB・ZEH、┬エネᆺ

情報機ჾ・ࢩステࣗࣄ、࣒ー࣐ン࢓ࣇクター、定⨨用⇞料㟁ụ）、㐠㍺部門㸦ḟୡ代自動㌴、ITS㸦Intelligent 
Transport Systems）、インテリジ࢙ント≀流）、部門ᶓ᩿㸦ḟୡ代ᆺࣄート࣏ンプࢩステ࣒、パワーエ

レクロトロࢽクス、⇕・㟁ຊのḟୡ代ネットワーク）の 4 つのᢏ⾡分㔝に大別し、その内ヂを⾲ 3 に♧

す。 
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⾲  の年ᗘ別᥇ᢥ件ᩘࢬー࢙ࣇྛ 2

 ᖹᡂ 21 年ᗘ ᖹᡂ 22年ᗘ ᖹᡂ 23年ᗘ 

ᣮᡓ研究 6 1 1 

ඛᑟ研究 14 10 10 

ᐇ用化㛤発 13 10 15 

ᐇド研究 1 1 10 

事๓研究 16 1 11 

合計 50 23 48 

 
 

⾲ 3 ྛᢏ⾡分㔝の年ᗘ別᥇ᢥ件ᩘ 
 ᖹᡂ 21 年ᗘ ᖹᡂ 22年ᗘ ᖹᡂ 23年ᗘ 

⏘業部門 11 11 11 

Ẹ生部門 10 2 13 

㐠㍺部門 2 3 3 

部門ᶓ᩿ 5 4 7 

ヱᙜ↓し 0 1 1 

合計 28 21 35 

 
これらの᥇ᢥテー࣐について、࢙ࣇーࢬやᢏ⾡分㔝と、┬エネルギーຠ果㔞との関ಀ性について

分析を行った。 
 
㸲㸬結論 
 
 ᙜึ、ᢏ⾡分㔝と┬エネルギーຠ果㔞の間には相関関ಀがᏑᅾするという௬ㄝを❧て分析した結

果、一定のഴ向は見られなかった。 
 そこでさらに、┬エネルギーຠ果㔞をᑟき出す指ᶆ㸿に╔目し、分析を行った。これらの分析に

より、これまでᨭ᥼を行ってきたᢏ⾡㛤発の、┬エネルギーຠ果㔞のഴ向をᢕᥱするとඹに、新た

なᢏ⾡㛤発テー࣐の᥀り㉳こしにつながる可能性について㏙࡭る。 




